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＝学校教育課＝ 

 

１ 県費負担教職員の人事の内申に関すること。 

(1) 定期人事内申                             （単位：人） 

区  分 校 長 

教 頭 

主幹教諭 

教 頭 

養護教諭 

主幹教諭 

栄養士 

教 諭 

新任教諭 

養護教諭 

小 学 校 ５ 

８人 

８    － 

 

５３ － 

中 学 校 ２ ５    － １９ ２ 

区  分 栄養教諭 

教 頭 

主幹教諭 

栄養職員 

養護教諭 

事務職 

栄養士 

新任教諭 

新任教諭 

合 計 

小 学 校 － － 

４人 

 ５ ３０ １０１ 

中 学 校 － 

２人 

１人 

－ 

１人 

 ２ 

１人 

７ ３７ 

 

 (2) 講師人事内申                             （単位：人） 

区  分 
臨時的任用教員

（欠員補充等） 
臨時的任用教員 任期付任用教員 非常勤講師 合  計 

小 学 校 ２１   １６ ２０ ６８ １２５ 

中 学 校 １３ ２  ７ ３０ ５２ 

 

(3) 休職内申                               （単位：人） 

小   学   校 ６ 

中   学   校 － 

 

(4) 退職内申                               （単位：人） 

区  分 定  年 勧  奨 一  般 合  計 

小 学 校  ９ ３ ３ １５ 

中 学 校  ６ ２ ３ １１ 

 

 

２ 県費負担教職員の研修に関すること。 

・現職教育の研修費を教員数に応じて学校へ配分（補助金額 １，４５２，０００ 円） 

 

３ 外国人語学講師に関すること。 

・７人の外国人語学講師を小学校へ配置（委託金額 ２０，６５４，７００円） 
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４ 学校の組織、編成、教育課程、学習指導、生徒指導及び職業指導に関すること。 

 (1) 研究指定校事業   

学 校 名 事  業  名  等 

国分・片原一色小学校 

大里東小学校 

「理科観察実験支援事業」理科支援員を配置し、理科授業の充

実・活性化を図るとともに、指導力を向上させる。 

三宅小学校 

 

「平和教育推進事業」平和副読本を活用した授業実践を行うとと

もに、部分改訂について検討する。 

小正小学校 「学習指導・評価研究推進事業」小中学校の新学習指導要領の実

施に対応した、より適切な学習指導・評価のあり方を実践研究す

る。 

小正小学校 「体力向上推進事業」体育の授業の改善や運動習慣の育成を通し

て、体を動かすことが好きな生徒を育て、体力の向上を図ること

をねらいとした研究実践を行う。 

治郎丸中学校 

下津小学校 

「キャリアスクールプロジェクト」地域と連携した魅力あるキャ

リア教育モデルについて研究する。 

大里西小学校 

稲沢西中学校 

「魅力ある学校・学級づくり推進事業」子どもたちが安心して楽

しく通える日々の学校生活の充実を目指し研究する。 

治郎丸中学校 「部活動地域移行研究推進事業」部活動の地域移行に向け、課題

を見いだし、地域との協力や連携のあり方を検討する。 

 

（2） 各種事業 

事 業 名 事 業 内 容 

児童生徒指導対策事業 中学校進路指導、小中学校生徒指導、音楽会 

特色ある学校づくり 

推進事業 

創意工夫を生かした教育活動、学校運営協議会の活動の推進 

情報教育推進事業 コンピュータを利用した教育活動等の推進 

日本語教育推進事業 外国人児童生徒に対する日本語教育の推進等 

いじめ・不登校対策 

推進事業 

いじめ・不登校の問題に関する調査・研究、研修活動、相談活動

等 

教育課程編成事業 学習指導要領に基づく教育課程編成の調査・研究、研修活動等 

教科等研究事業 教育課程・学習活動に関する調査・研究、研究発表会等 

学校教職員ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ

研修事業 

校長会、教頭会等各種組織における教職員研修 

中小学校体育連盟事業 学校体育に関する調査研究、学校体育研修会の開催等 

学校保健会事業 健康教育の調査研究、事業の企画及び実践等 

社会科副読本編集事業 小学校社会科３・４年生で使用する教材資料の調査、検討等 

教育支援事業 在学児童生徒の教育相談、障害等のある子どもに対する就学相談

及び指導等 

ふるさと新発見学習 

推進事業 

市の特色について生徒自らが学び考える中学校２年生を対象と

した身近な地域の調査学習、発表会等 
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５ 教科書その他の教材の取扱いに関すること。 

(1) 教科書給与                              （単位：冊） 

前  期 ９３，０１７ 前期転学 ３２７ 

後  期 １３，６６０ 後期転学 １８２ 

 

(2) 副読本                                （単位：冊） 

名     称 対     象 冊    数 

小学校理科「観察と実験」 小 学 校（３～６年生） ４，６１８ 

健康手帳 小 学 校（１・４年生） ２，１９５ 

だいすき大愛知 小 学 校（ ４年生 ） １，１９８ 

平和副読本「平和を求めて」 小 学 校（ ５年生 ） １，３６０ 

中学校理科「観察と実験」 中 学 校（ 全学年 ） ３，５４６ 

健康手帳 中 学 校（ １年生 ） １，１９３ 

はばたく中学生「心とからだ」 

心と 

中 学 校（ １年生 ） １，１９３ 

平和副読本「平和を求めて」 中 学 校（ １年生 ） １，３６２ 

 

(3) 教材備品整備                             （単位：円） 

区   分 図   書 一般教材(理振含む) 

小  学  校 ５，９５１，２５５ ５，２９３，６１８ 

中  学  校 ４，４８２，８８１ ４，０８１，２５３ 

合   計 １０，４３４，１３６ ９，３７４，８７１ 

    

６ 児童及び生徒の就学及び転入学に関すること。 

(1) 通知書発行                                （件数） 

就 学 通 知 書（新小学校１年生）         １，０６２ 

入 学 通 知 書（新中学校１年生） 

 

 

 

        １，２１１ 

 合               計 

 

        ２，２７３ 

  

(2) 卒業者数                               （単位：人） 

小   学   校         １，１７８ 

中   学   校         １，１５８ 

合       計         ２，３３６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 272 - 

 

７ 教職員及び児童・生徒の保健及び学校安全に関すること。 

(1) 健康診断及び諸検査 

児童生徒 

内科健診・歯科健診・尿検査  小中学校全学年 

耳鼻科健診・眼科健診  小学校１年生 

心電図検査  小学校１・４年生、中学校１年生 

貧血検査  中学校１年生 

就学時健康診断  新小学校１年生 

教 職 員 

胸部Ｘ線・尿検査・血圧検査・ 

血液検査・心電図検査・腹囲 

医師による聴診・健康診断判定 

 全教職員 

胃部Ｘ線・大腸ガン検査 

 

 ３５歳以上の教職員 

肝炎抗体検査  小中学校養護教諭 

 

(2) 日本スポーツ振興センター 

ア 共済掛金 

区    分 金   額(円) 

小  学  校 ６，４８７，５８０ 

中  学  校 ３，２８１，４６５ 

合     計 ９，７６９，０４５ 

 

イ 給付金 

区   分 件   数 金   額(円) 

小 学 校 ４８９ 

 

１，１９３，５１８ 

中 学 校 ５１１ １，６７６，０７４ 

合   計 １,０００ ２，８６９，５９２ 

    ※件数については実数（継続分を除く。）を示す。 

 

８ 就学援助費及び特別支援教育就学奨励費に関すること。 

(1) 就学援助費 

区     分 対象人数(人) 金     額(円) 

 学用品費等 

 の支払額 

小 学 校 ４９２ ２６，５７８，２９２ 

中 学 校 ３４５ ２３，５２４，８７８ 

合   計 ８３７ ５０，１０３，１７０ 

新入学用品費 

（入学前支給） 

の支払額 

 

新小学１年生 ５４ ２，９１９，２４０ 

新中学１年生 １００ ７，２３７，０００ 

合   計 １５４ １０，１５６，２４０ 
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(2) 特別支援教育就学奨励費 

区     分 対象人数(人) 金     額(円) 

 学用品費等 

 の支払額 

小 学 校 １３９ ３，４５２，０７６ 

中 学 校 ４５ １，８９１，２１４ 

合   計 １８４ ５，３４３，２９０ 

 

９ 久納奨学基金奨学金制度に関すること。 

令和５年度応募人数（人） 
令和５年度新規認定 

奨学生数（人） 

令和５年度奨学金額（円） 

※令和３～５年度認定者分含む 

１６ １５ ５，０８０，０００ 

 


